産業廃棄物処理委託契約書　
                                                         ［収集・運搬及び処理・処分用］　

２０**年＊月＊＊日
排出事業者（甲）


住　所　　　東京都＊＊＊＊

氏　名　　　株式会社　●●

　　　　　　　押印者様ご記名ください
収集・運搬及び
処理・処分業者（乙）


住　所
東京都江東区枝川二丁目7番8号


氏　名
大興運輸倉庫株式会社



代表取締役   片 山  饒
　上記排出事業者 株式会社　●●（以下「甲」という。）と収集・運搬及び処理・処分業者 大興運輸倉庫株式会社（以下「乙」という。）は、甲の事業場から排出される産業廃棄物の収集・運搬及び処理・処分を、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）に従い適正に行うため、次のとおり契約を締結する。この契約の成立を証するために、本書１通を作成し、甲がこれを保有し、乙はこの写し（複写機によるコピー）を保有するものとする。
第１条（法の遵守）

甲および乙は、収集・運搬及び処理・処分業務の遂行にあたって法その他関係法令を遵守するものとする。

第２条（委託内容）

甲は、甲の事業所から排出される産業廃棄物の収集・運搬及び処理・処分を乙に委託し、乙は、甲から委託された産業廃棄物を【委託業務の内容】に示す方法により、適正に収集・運搬及び処理・処分する。

第３条（事業の範囲）

乙の事業範囲は【委託業務の内容】に示すとおりであり、乙はこの事業範囲を証するものとして許可証の写しを本契約書に添付する。なお、許可事項に変更があったときは、乙は速やかにその旨を甲に通知するとともに、変更後の許可証の写しを甲に提出する。

第４条（適正処理に必要な情報の提供）

１　甲は、収集・運搬及び処理・処分を委託する産業廃棄物の種類、発生工程、性状（形状、成分、有害物質の有無及び臭気）、荷姿、腐敗・揮発等性状の変化、混合等により生じる支障、排出数量等の必要な情報を乙に文書にて通知しなければならない。通知する文書は「廃棄物データーシート」（環境省の「廃棄物情報の提供に関するガイドライン」（第2版）を参照）の項目を参考に作成を行うものとする。

２　甲は、当該廃棄物が日本産業規格C0950号に規定する含有マークが付されたものである場合、当該含有マークに関する情報を乙に文書にて通知しなければならない。
３　甲は、本契約の有効期間中、契約締結時に提供した当該廃棄物に係る前２号の情報に変更が生じる場合は、速やかに当該情報を文書にて乙に提供し、甲乙間で対応について協議する。

第５条（処理困難時の通知）
１ 　乙はやむを得ない事由があるときは、甲の了解を得て、一時業務を停止することができる。

この場合乙は甲にその事由を説明し、かつ甲における影響が最小限となるようにしなければならない。

２　 乙は前項の事由が委託を受けている産業廃棄物の収集、運搬及び処理・処分を適正に行うことが困難となり、又は困難となるおそれがある事由として法令等で定める事項が生じたときは、法令等で定めるところにより、遅延なく、その旨を甲に書面により通知しなければならない。

３　 乙は前項の書面による通知の写しを５年間保存する。
第６条（再委託の禁止）

乙は、甲から委託された産業廃棄物の収集・運搬及び処理・処分を他人に委託してはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承諾を得て法の定める再委託の基準に従う場合はこの限りではない。

第７条（権利・義務の譲渡）

乙は、本契約により生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または承継させてはならない。ただし、甲の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。

第８条（損害の賠償）

乙は、甲から委託された産業廃棄物を甲の事業場における積込から処分の完了まで法令に基づき適正に収集・運搬および処理・処分する責任を負う。この間に発生した事故については、その原因が甲の責に帰する場合を除き、乙が責任を負う。

第９条（委託業務終了報告）

乙は、甲から委託された産業廃棄物の収集・運搬及び処理・処分業務が完了した後、直ちに業務終了報告書を作成し、甲に提出する。ただし、業務終了報告書はマニフェストB2票及びＤ票及びＥ票又は、電子マニフェストの処分終了報告で代えることができる。
第１０条（手数料・消費税・支払い）

１　甲の委託する産業廃棄物の収集・運搬及び処理・処分業務に関する委託手数料の支払いについては【委託業務の内容】（６）の表にて定める単価に基づき算出する。

２　委託手数料の額が経済情勢の変化等により不相応となったときは、甲乙の協議によりこれを改定することができる。

３　甲の委託する産業廃棄物の収集・運搬及び処理・処分業務についての消費税等は、甲が負担する。

４　甲は、乙からの業務終了報告書によって収集・運搬及び処理・処分業務を確認した後、乙に収集・運搬及び処理・処分業務料金を支払う。
第１１条（内容の変更）

甲または乙は、必要がある場合は委託業務の内容を変更することができる。この場合において、契約単価または委託期間を変更するとき、または予定数量に大幅な変動が生ずるときは、甲乙協議の上、書面によりこれを定めるものとする。

第１２条（機密保持）

甲および乙は、この契約に関連して、業務上知り得た相手方の機密を第三者に漏らしてはならない。当該機密を公表する必要が生じた場合は、相手方の文書による許諾を得なければならない。

第１３条（契約の解除）

１　甲および乙は、相手方が本契約の各条項のいずれかに違反したときは、この契約を解除することができる。

２　前項の規定または法令の規定によりこの契約を解除できる場合でも、本契約に基づき甲から引き渡しを受けた産業廃棄物の収集・運搬及び処理・処分を乙が完了していないときは、当該産業廃棄物を甲乙双方の責任で収集・運搬及び処理・処分した後でなければ、本契約は解除できない。

第１４条（暴力団等の排除）

1.  甲または乙は、相手方が次の各号のいずれかに定める事由に該当する場合、相手方に対する何らの催告なしに、直ちに本契約を解除することができる。

（1）甲または乙が、自らまたは第三者を利用して、相手方に対し、暴力的行為、詐術、脅迫的言辞、業務妨害行為などの行為をした場合
（2）甲または乙もしくは各々の役員ないし使用人が、暴力団等であることが判明した場合

2.　甲および乙は、前項により本契約を解除したことにより、前項各号のいずれかに定める事由に該当する相手方に損害が生じたとしても、これによる一切の損害賠償責任を負わないことを確認する。

第１５条（協議）

この契約に定めのない事項またはこの契約の各条項に関する疑義が生じたときは、関係法令に従い、その都度甲乙が誠意をもって協議し、これを取り決めるものとする。
第１６条（合意管轄）
　甲および乙は、本契約に関する紛争が生じた場合、日本法に基づき、東京地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とすることに合意する。

（以下余白）

【委託業務の内容】

（1） 委託期間　2024年8月1日　から　2025年7月31日　までとする。
ただし、期間満了の１ヶ月前までに、当事者の一方から相手方に対する書面による解約の申し入れがない限り、同一条件でさらに１年間更新されたものとし、その後も同様とする。

（２）排出場所


排出場所名称　：　株式会社　●●
排出場所所在地　：　東京都江東区＊＊＊＊＊
（３）収集・運搬区間及び事業の範囲

	　収集・運搬区間
	担当会社
	許可番号
	許可品目

	甲の事業所から

大興運輸倉庫㈱

川崎事業所中間処理センターまで
	甲及び乙
	東京都　第13-00-004830号
川崎市　第05710004830号
	許可証のとおり


（４）乙の事業の範囲


処理施設名　：　大興運輸倉庫株式会社 川崎事業所中間処理センター

処理施設所在地 ：　神奈川県川崎市川崎区小島町10番2

許可区分　：　中間処理（破砕、分離）

処理・処分方法 ：　破砕、分離

処理能力　：　破砕６トン／日 分離６．８トン／日  

許可番号　：　神奈川県川崎市　第０５７２０００４８３０号 

許可品目　：　許可証のとおり

（５）委託する産業廃棄物の最終処分（野村興産株式会社 イトムカ鉱業所）

	①
	処理施設名
	野村興産株式会社　イトムカ鉱業所

	
	処理施設所在地
	北海道北見市留辺蘂町富士見２１７番地１

	
	許 可 区 分
	中間処理、最終処分

	
	処理・処分方法
	廃蛍光管及び廃電球

焙焼、再生（水銀・アルミチップ・グラスウール原料）

廃乾電池類

焙焼、再生（水銀、亜鉛原料・鉄くず）

	
	施設の処理能力
	焙焼：160.24トン／日 


	②
	処理施設名
	野村興産株式会社　イトムカ鉱業所

	
	処理施設所在地
	北海道北見市留辺蘂町富士見２１７番地１

	
	処分方法
	埋立（管理型最終処分場）

	
	施設の処理能力
	１４９，０６９立方メートル

	
	許可番号・許可品目
	北海道第00140004746号 許可品目は許可証のとおり


（６）委託する産業廃棄物の種類、数量、契約単価

	品名
	廃棄物の種類
	予定数量
	契約単価（税別）

	廃蛍光管及び廃電球
	金属くず、ガラスくず
廃プラスチック類
（水銀使用製品産業廃棄物）
	＊＊㎏／年

	収集運搬費:＊＊円／回

廃蛍光管
処理・処分費：＊＊円／kg
廃電球
処理・処分費：＊＊円／kg


	水銀灯
	金属くず、ガラスくず

廃プラスチック類
（水銀使用製品産業廃棄物）
	＊＊㎏／年
	水銀灯
処理・処分費：＊＊円／kg
（但し、最低料金＊＊＊円）

	廃乾電池

（アルカリ・マンガン）
（ニカド・ニッケル）
（水銀ボタン電池）
	金属くず、汚泥

廃プラスチック類
（水銀使用製品産業廃棄物）
	＊＊㎏／年
	廃乾電池
処理・処分費：＊＊円／kg
(10㎏未満一式＊＊＊円)

	リチウム電池

（CR型・BR型）
（リチウムイオン電池）
	金属くず、汚泥

廃プラスチック類
	＊＊㎏／年
	廃乾電池(リチウム電池)
処理・処分費：＊＊円／kg
(10㎏未満一式＊＊＊円)

	リチウム電池

（SO2型・ER型）
（AED内蔵電池）
	金属くず、汚泥

廃プラスチック類
	＊＊㎏／年
	廃乾電池(リチウム電池)
処理・処分費：＊＊円／kg
(10㎏未満一式＊＊＊円)


＊契約単価：上記以外の蛍光管類、電池類は、別途御見積もりさせて頂きます。
＊収集は年1回
の回収予定とする。

（７）委託する産業廃棄物の適正処理に必要な情報

	品名
	発生工程
	性状
及び荷姿
	性状の変化、混合等により生じる支障及び含有マーク（JIS C0950）に関する情報
有害物の含有情報
	取扱注意事項

	廃蛍光管及び廃電球
	甲の事業内で不要になった物
	固形、箱
	性状の変化等は特になし
水銀を含有する
	破損に注意

	水銀灯
	
	固形、箱
	性状の変化等は特になし
水銀を含有する
	破損に注意

	廃乾電池

（アルカリ・マンガン）
（ニカド・ニッケル）
（水銀ボタン電池）
	
	固形、缶
	性状の変化等は特になし
水銀を含有する電池あり
	ショート防止の為、必要に応じて絶縁措置を取る事

	リチウム電池

（CR型・BR型）
（リチウムイオン電池）
	
	固形、缶
	特になし
	ショート防止の為、必要に応じて絶縁措置を取る事

	リチウム電池

（SO2型・ER型）
（AED内蔵電池）
	
	固形、缶
	特になし
	ショート防止の為、必要に応じて絶縁措置を取る事


（以下余白）
�自動更新をご希望でない場合、こちらの文言は消去ください。


�ざっくりした年間の予定数量の記載をご記入ください（印紙税計算の為の記載ですので必ず出さなければいけない数量ではありません）


尚、こちらに数量が無い場合はもし排出された場合受け入れが出来ない為、少量でもご記入いただく事をお勧めします。 以下同様です。


�年間の予定数量をご記入ください。


印紙税の計算に使用しますので、予定数で大丈夫です。





